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1 R3.4.5 R3.4.13

学校法人〇〇の財務計算書類
のうち資金収支計算書、事業
活動収支計算書及び貸借対照
表（注記を除く）（平成29年
度から令和元年度決算分）

18 1 1

（7条3号）
開示により法人の収入・支出及び財産状況を相当程
度具体的に把握することが可能となり、法人の競争
上又は事業運営上の地位その他社会的地位が損なわ
れると認められるため。

生活文化局私
学部私学行政
課

2 R3.3.31 R3.4.14

平成30年１月１日以降、東京
都に対して行われた情報公開
請求のうち、都及び〇〇間の
契約書、協議録等、〇〇に関
連する文書の開示を求める全
ての情報公開請求に係る請求
の内容及び当該請求に係る一
切の文書

1
請求に係る公文書を作成及び取得しておらず、存在
しないため。

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

決定区分 （根拠規定）条例7条
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3 R3.4.1 R3.4.16
令和２年〇月〇日付２生消取
第〇号

40 1 1 1 1

（7条3号）
本件処分に関する事業者提出情報であり、公にする
ことにより、事業者の判断・運営情報等が明らかに
なり、事業運営上の地位その他社会的な地位が損な
われると認められるため。
（7条4号）
公にすることにより偽造等による犯罪の予防に支障
を及ぼす恐れがあるため。
（7条6号）
行政処分を行うための調査は、非公開で行うことと
しており、調査方法及び情報収集手段を公にする
と、正確な事実の把握が困難となり、調査に支障を
きたすおそれがあり、事業の適正な遂行に支障を及
ぼすおそれがあると認められるため。

生活文化局消
費生活部取引
指導課

4 R3.4.6 R3.4.19
令和３年度定期購読図書類一
覧（生活文化局）

13 1
生活文化局総
務部総務課
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5 R3.4.8 R3.4.20

特定非営利活動法人〇〇の特
定非営利活動法人設立認証申
請書類、設立認証決定原議、
設立登記完了届出書類、平成
30年度事業報告書類、2019年
度事業報告書類、役員変更届
出書類

43 1 1 1

（7条2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため。
（7条4号）
公にすることにより偽造等の犯罪の予防に支障を及
ぼすため。

生活文化局 都
民生活部管理
法人課

6 R3.4.8 R3.4.22

令和３年１月26日付　東京都
情報公開審査会答申における
手続き上の問題について（報
告）

2 1 1

（7条6号）
当該部分は公にされることにより、今後同種の案件
が発生した際に、率直な意見の表明や再発防止策の
検討が妨げられるおそれがあり、事務又は事業の適
正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

7 R3.3.8 R3.4.28
学校法人が設置する中学校、
高等学校の学則（都が所有す
る最新のもの）（41法人分）

744 1
生活文化局私
学部私学行政
課

8 R3.3.17 R3.4.28

学校法人の財務計算書類のう
ち、資金収支内訳表（平成27
年度から令和元年度決算分）
（22法人分）

333 1 1

（7条3号）
法人の収入・支出及び財産状況に係る事項を具体的
に含み、公にすることにより、法人の競争上又は事
業運営上の地位その他社会的地位が損なわれると認
められるため。

生活文化局私
学部私学行政
課


